
 

 

第一五四回 

衆第二〇号 

 

   精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案 

 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「地方精神保健福祉審議会」の下に「、判定委員会」を加え、「指定医の診察及び」を削る。 

 

 「第三章 地方精神保健福祉審議会及び精神医療審査会」を「第三章 地方精神保健福祉審議会、判定委員会及

び精神医療審査会」に改める。 

 

 第十一条の次に次の四条を加える。 

 

 （判定委員会） 

 

第十一条の二 第二十八条の二第一項、第二十九条の二の二第三項（第二十九条の三の二第四項において準用す

る場合を含む。）、第二十九条の三の二第二項及び第二十九条の四第二項の規定による判定を行わせるため、都道

府県に、判定委員会を置く。 

 

 （委員） 

 

第十一条の三 判定委員会の委員は、第十八条第一項に規定する精神保健指定医のうちから、都道府県知事が任

命する。 

 

 （判定の案件の取扱い） 

 

第十一条の四 判定委員会は、委員二人をもつて構成する合議体で、判定の案件を取り扱う。 

 

２ 合議体を構成する委員は、判定委員会がこれを定める。 

 

３ 合議体による判定は、合議体を構成する委員の意見の一致したところによる。 

 

 （政令への委任） 

 

第十一条の五 この法律で定めるもののほか、判定委員会に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 第十九条の四第一項中「第二十二条の四第三項」の下に「、第二十九条の三の三」を加え、同条第二項第一号中

「第二十九条第一項及び」を削り、同項中第三号を削り、第四号を第三号とし、第五号から第八号までを一号ずつ

繰り上げる。 

 

 第十九条の八の次に次の一条を加える。 



 

 （精神科集中治療センター） 

 

第十九条の八の二 都道府県知事は、国若しくは都道府県が設置した精神病院又は指定病院であつて厚生労働大

臣の定める基準に適合するものの全部又は一部を、その設置者の同意を得て、精神障害者に対する高度の医療及

び保護を提供する医療施設（以下「精神科集中治療センター」という。）として指定する。 

 

 第十九条の九第一項中「が、前条」を「又は精神科集中治療センターが、第十九条の八若しくは前条」に改め、

同条第三項中「指定病院」の下に「又は精神科集中治療センター」を加える。 

 

 「第三節 指定医の診察及び措置入院」を「第三節 措置入院」に改める。 

 

 第二十三条の見出し中「診察」を「判定」に改め、同条第一項中「指定医の診察」を「判定委員会の判定」に改

める。 

 

 第二十七条の見出し中「指定医の診察等」を「判定の請求」に改め、同条第一項中「ついて」の下に「第二十九

条の五の二第一項に規定する精神保健福祉調査員による」を加え、「その指定する指定医をして診察をさせなけれ

ば」を「判定委員会に対し、その者が精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその精神

障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあるかどうかの判定を求めなければ」に改め、同条第

二項中「その指定する指定医をして診察をさせる」を「判定委員会に対し、前項の判定を求める」に改め、同条第

三項から第六項までを削る。 

 

 第二十八条の見出しを「（判定委員会による診察等）」に改め、同条第二項中「前条第一項」を「第一項」に改

め、同項を同条第三項とし、同条第一項中「都道府県知事は、前条第一項」を「判定委員会は、前項」に、「させ

るに当つて」を「するに当たつて」に、「当つている」を「当たつている」に改め、同項を同条第二項とし、同条

に第一項として次の一項を加える。 

 

  判定委員会が前条の規定により判定を求められたときは、当該判定の案件を取り扱う判定委員会の各委員は、

当該判定を求められた者を診察しなければならない。 

 

 第二十八条に次の四項を加える。 

 

４ 都道府県知事は、第一項の規定による診察が行われる場合には、当該職員を立ち会わせなければならない。 

 

５ 判定委員会の委員及び前項の当該職員は、第一項又は前項の職務を行うに当たつて必要な限度においてその

者の居住する場所へ立ち入ることができる。 

 

６ 前項の規定によつてその者の居住する場所へ立ち入る場合には、判定委員会の委員及び当該職員は、その身

分を示す証票を携帯し、関係人の請求があるときはこれを提示しなければならない。 

 

７ 第五項の立入りの権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

 第二十八条の二の見出しを「（判定委員会の判定）」に改め、同条中「第二十七条第一項又は第二項の規定により

診察をした指定医」を「判定委員会は、前条第一項の規定により診察をしたとき」に、「診察をした者」を「判定



を求められた者」に、「の判定を行わなければ」を「並びにそのおそれがあると認めた場合におけるその者の症状

が重く高度の医療及び保護が必要であるかどうかの判定を行い、その結果を都道府県知事に通知しなければ」に

改め、同条に次の一項を加える。 

 

２ 判定委員会は、前項の判定を行うに当たつて必要があると認めるときは、判定を求められた者の過去の病歴、

現在の病状、治療状況、過去の自身を傷つけ又は他人に害を及ぼす行為の有無及び内容、現在の生活環境等判定

のために必要な事項について、第二十九条の五の二第一項に規定する精神保健福祉調査員に調査を行わせること

ができる。 

 

 第二十九条第一項中「第二十七条の規定による診察の結果、その診察」を「前条第一項の規定により通知された

判定委員会の判定の結果に基づき、その判定」に、「且つ」を「かつ」に改め、「指定病院」の下に「（精神科集中

治療センターを含む。第二十九条の六第一項及び第二十九条の七において同じ。）」を加え、同条第二項を次のよ

うに改める。 

 

２ 前項の規定による入院措置を採る場合において、都道府県知事が、前条第一項の規定により通知された判定

委員会の判定の結果に基づき、当該精神障害者についてその症状が重く高度の医療及び保護が必要であると認め

たときは、その者を入院させる施設は、精神科集中治療センターとする。 

 

 第二十九条第四項中「及び指定病院」の下に「（精神科集中治療センターを含む。）」を、「第十九条の八」の下に

「又は第十九条の八の二」を、「受けている指定病院」の下に「又は精神科集中治療センター」を加える。 

 

 第二十九条の二第一項中「、第二十八条」を削り、「前条第一項に規定する精神病院又は指定病院」を「精神科

集中治療センター」に改め、同条第四項中「第二十七条第四項から第六項」を「第二十八条第五項から第七項」

に、「第二十八条の二」を「第二十八条の二第一項」に、「診察」を「指定医の診察」に改める。 

 

 第二十九条の二の二第三項中「当該精神障害者を診察した指定医が必要と認めたとき」を「判定委員会が必要

と認めたとき（前条第一項の規定による入院措置に係る移送の場合にあつては、当該精神障害者を診察した指定

医が必要と認めたとき）」に改める。 

 

 第二十九条の三中「第二十九条第一項に規定する精神病院又は指定病院」を「精神科集中治療センター」に改

め、同条の次に次の二条を加える。 

 

 （精神科集中治療センターからの移送） 

 

第二十九条の三の二 都道府県知事は、第二十九条第一項の規定により精神科集中治療センターに入院した者が、

精神科集中治療センターにおける入院を継続する必要がないと認められるに至つたときは、直ちに、その者を精

神科集中治療センター以外の国若しくは都道府県が設置した精神病院又は指定病院へ移送しなければならない。

この場合においては、都道府県知事は、あらかじめ、その者を入院させている精神科集中治療センターの管理者

の意見を聴くものとする。 

 

２ 前項の場合において都道府県知事がその者を移送するには、その者が精神科集中治療センターにおける入院

を継続する必要がないと認められるかどうかに関し判定委員会の判定を求めた結果、判定委員会がその必要がな

いと判定した場合又は判定委員会の委員の一人がその必要がないと認めた場合でなければならない。 

 



３ 判定委員会が前項の規定により判定を求められたときは、当該判定の案件を取り扱う判定委員会の各委員は、

次条の規定による診察がなされている場合を除き、当該判定を求められた者を診察しなければならない。 

 

４ 第二十九条の二の二第二項及び第三項の規定は、第一項の規定による移送について準用する。 

 

第二十九条の三の三 精神科集中治療センターの管理者は、指定医による診察の結果、第二十九条第一項の規定

により入院した者が、精神科集中治療センターにおける入院を継続する必要がないと認められるに至つたときは、

直ちに、その旨、その者の症状その他厚生労働省令で定める事項を最寄りの保健所長を経て都道府県知事に届け

出なければならない。 

 

 第二十九条の四第一項中「指定病院」の下に「（精神科集中治療センターを含む。次条、第三十八条の二第一項

及び第四十一条において同じ。）」を加え、「聞く」を「聴く」に改め、同条第二項中「ことについて、その指定す

る指定医による診察の結果又は次条の規定による診察の結果に基づく」を「かどうかに関し判定委員会の判定を

求めた結果、判定委員会がそのおそれがないと判定した場合又は判定委員会の委員の一人がそのおそれがないと

認めた」に改め、同条に次の一項を加える。 

 

３ 第二十九条の三の二第三項の規定は、前項の規定により判定を求められた場合について準用する。 

 

 第二十九条の五の次に次の一条を加える。 

 

 （精神保健福祉調査員） 

 

第二十九条の五の二 第二十七条第一項及び第二十八条の二第二項に規定する調査に従事させるため、都道府県

に精神保健福祉調査員を置く。 

 

２ 精神保健福祉調査員は、精神保健福祉士のうちから、都道府県知事が任命する。ただし、特に必要があるとき

は、精神障害者の保健及び福祉に関し学識経験を有する精神保健福祉士以外の者を任命することができる。 

 

 第三十四条第四項に後段として次のように加える。 

 

  この場合において、同項中「判定委員会が必要と認めたとき（前条第一項の規定による入院措置に係る移送

の場合にあつては、当該精神障害者を診察した指定医が必要と認めたとき）」とあるのは、「当該精神障害者を診

察した指定医が必要と認めたとき」と読み替えるものとする。 

 

 第三十八条の三の次に次の一条を加える。 

 

 （定期の報告の判定委員会への通知） 

 

第三十八条の三の二 都道府県知事は、前条第一項の規定により精神医療審査会に通知する事項（第三十八条の

二第一項の規定による報告に係るものに限る。）を、判定委員会に通知しなければならない。 

 

 第三十八条の六第三項中「第二十七条第五項及び第六項」を「第二十八条第六項及び第七項」に改める。 

 

 第四十三条第二項中「及び第二十七条の規定を除く外」を「、第二十七条並びに第二十八条第一項及び第四項か



ら第七項までの規定を除くほか」に改める。 

 

 第四十七条第一項中「次条第一項」を「第四十八条第一項」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

 

 （連携を図るための協力体制の整備） 

 

第四十七条の二 都道府県等は、精神障害者の社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促進を図るた

め、医師、精神保健福祉士、保健師、看護師、作業療法士その他精神障害者の保健及び福祉に関する業務を行う者

の相互の連携が図られるよう、その協力体制の整備に努めなければならない。 

 

 第五十条の二の四第二項、第五十条の三の三第二項及び第五十一条の九第二項中「第二十七条第五項及び第六

項」を「第二十八条第六項及び第七項」に、「同条第五項」を「同条第六項」に、「指定医」を「判定委員会の委員」

に、「同条第六項」を「同条第七項」に、「第四項」を「第五項」に改める。 

 

 第五十一条の十四第一項中「第十九条の八」の下に「、第十九条の八の二」を、「含む。）」の下に「、第二十九

条の五の二」を加える。 

 

 第五十三条第一項中「臨時委員」の下に「、判定委員会の委員」を、「精神医療審査会の委員」の下に「、精神

保健福祉調査員」を加える。 

 

 第五十五条第一号中「第二十七条第一項又は第二項」を「第二十八条第一項」に、「同条第四項」を「同条第五

項」に改め、同条第二号中「第二十七条第四項」を「第二十八条第五項」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

 （経過措置） 

 

第二条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの法律による改正前の精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（以下「旧法」という。）第二十三条から第二十六条の二までの規定による申請、通報又は届出が

あった者及び施行日前に旧法第二十七条第二項の規定による診察を受けた者に係る入院措置の手続については、

なお従前の例による。 

 

第三条 前条に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

 （地方自治法の一部改正） 

 

第四条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

 

  別表第一精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）の項中「第十九条の

八」の下に「、第十九条の八の二」を、「含む。）」の下に「、第二十九条の五の二」を加える。 


